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Ⅰ 一 般 動 向
１ ． 畜 産 の 産 出 額

畜 産 は 我 が 国 農 業 の 基 幹 部 門 の 一 つ で あ
り 、 農 業 総 産 出 額 の 約 ３ 割 を 占 め る 。

２ ． 畜 産 物 の 自 給 率

19年 度 の 自 給 率 （ 重 量 ベ ー ス ） は 、 牛 乳 ・
乳 製 品 で 66％ 、 肉 類 で 56％ 、 鶏 卵 で 96％ 。

（単位：億円､％）　

区分／年 昭50 60 平７ 12 13 14 15 16 17 18(概算) (構成比)
農業総産出額 90,514 116,295 104,498 91,295 88,813 89,297 88,565 87,136 85,119 82,900 (100.0)

 耕　  　種 65,012 82,996 78,513 66,026 64,077 63,908 64,602 61,832 59,396 58,106 (70.1)
うち　米 34,658 38,299 31,861 23,210 22,284 21,720 23,416 19,910 19,469 18,146 (21.9)
    野菜 14,673 21,104 23,978 21,139 21,188 21,514 20,970 21,427 20,327 20,574 (24.8)

 畜　  　産 24,867 32,531 25,204 24,596 24,125 24,783 23,289 24,580 25,057 24,188 (29.2)
乳  用  牛 5,655 8,876 7,917 7,675 7,721 7,779 7,978 7,958 7,834 7,441 (9.0)
うち 生乳 4,648 7,596 7,014 6,822 6,758 6,836 6,942 6,875 6,759 6,481 (7.8)
肉  用  牛 2,467 4,727 4,494 4,564 4,369 4,662 4,001 4,455 4,730 4,601 (5.6)
   豚 7,333 7,910 5,059 4,616 5,007 5,168 4,671 5,186 4,987 4,980 (6.0)
   鶏 7,471 9,342 7,011 7,023 6,349 6,532 6,015 6,354 6,889 6,509 (7.9)
うち 鶏卵 4,776 5,099 4,096 4,247 3,862 3,944 3,454 3,866 4,346 3,943 (4.8)

1,463 845 79 20 17 16 -   -   - - -       
その他畜産物 478 830 645 699 662 627 623 627 619 657 (0.8)
加工農産物 635 768 781 673 611 605 674 725 666 606 (0.7)

資料：農林水産省「農業総産出額」

○農業総産出額の推移

養　　　蚕

注：平成16年から養蚕はその他畜産物に含めることとした。よって、平成15年についても遡及してその他畜産物に含めた。

○畜産物自給率の推移 (単位：％)　

昭和50 60 平7 12 13 14 15 16 17 18 19(概算)

81 85 72 68 68 69 69 67 68 67 66

77 81 57 52 53 53 54 55 54 56 56

牛　　肉 81 72 39 34 36 39 39 44 43 43 43

豚　　肉 86 86 62 57 55 53 53 51 50 52 52

鶏　　肉 97 92 69 64 64 65 67 69 67 69 69

97 98 96 95 96 96 96 95 94 95 96

区分／年度

資料：農林水産省｢食料需給表｣

牛乳・乳製品

肉 類(計)

鶏 卵
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Ⅱ 牛乳・乳製品
１．需給動向
（１） 生乳生産量

生乳生産量は、平成9年度以降、概ね減少傾向で推移。

17年度はほぼ前年度並（＋0.1％）であったが、牛乳等向

け処理量が3.3％減少した結果、特定乳製品向け処理量が

4.1％増加し、限度数量205万トンを13万トン超過。

18年度は減産型の計画生産の下、2.4％減少（北海道▲

2.6％、都府県▲2.3％）。仕向け別に見ると、牛乳等向け処

理量は2.5％減少。乳製品向け処理量は2.4％減少、うち特

定乳製品向け処理量は限度数量並の203万トン（▲6.8％）。

19年度は北海道では増加（＋1.3％）、都府県では減少

（▲2.7％）し、全国では0.8％減少。仕向け別に見ると、牛乳

等向け処理量は引き続き2.4％減少。乳製品向け処理量は

1.3％増加したが、うち特定乳製品向け処理量は限度数量を

2万トン下回る196万トン（▲3.5％）。

20年4～7月は、北海道では増加（＋3.3％）、都府県では

減少（▲3.4％）し、全国では前年の水準を下回った（▲0.2

％）。

（２） 主要乳製品の生産量、価格等
① 19年度は生乳生産量が減少し特定乳製品向け処理量が

減少したことから、前年度に比べ、脱脂粉乳（▲3.2％）、バタ
ー（▲3.8％）ともに減少。20年4～7月は脱脂粉乳（▲10.9
％）、バター（▲6.0％）と共に減少。

② 脱脂粉乳の価格は、10年度から低下傾向で推移。一方、

バターの価格は13年度から堅調に推移していたが、16年度

以降は低下。20年4～7月は、脱脂粉乳・バターともに上昇

傾向で推移。

③ 19年度末の脱脂粉乳在庫量は、前年度末に比べ減少し4

万3千トン。バター在庫量も減少し1万9千トン。

20年7月末は、脱脂粉乳が3万8千トン、バターが2万1千ト

ン。

○　生乳生産量の推移 （単位：千ﾄﾝ、％）　

年度 10 11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20

区分 　
（これ以降
 新定義） (4～7月)

8,549 8,513 8,415 8,312 8,380 8,285 8,293 8,091 8,024 2,739

(▲0.9) (▲0.4) (▲1.2) (▲1.2) ( 0.8) (▲1.4) ( 0.1) (▲2.4) (▲0.8) (▲0.2)

地 3,635 3,667 3,622 3,670 3,796 3,821 3,883 3,780 3,829 1,333

域 ( 1.6) ( 0.9) (▲1.2) ( 1.3) ( 3.5) (▲1.1) ( 1.6) (▲2.6) ( 1.3) ( 3.3)

別 4,914 4,846 4,792 4,642 4,584 4,464 4,410 4,310 4,195 1,406

(▲2.7) (▲1.4) (▲1.1) (▲3.1) (▲1.3) (▲1.7) (▲1.2) (▲2.3) (▲2.7) (▲3.4)

仕 牛乳等 5,026 4,939 5,003 4,903 5,046 4,957 5,018 4,902 4,739 4,620 4,509 1,521

向 向　け (▲1.9) (▲1.7) ( 1.3) (▲2.0) ( 2.9) (▲1.8) － (▲2.3) (▲3.3) (▲2.5) (▲2.4) (▲1.1)

別 乳製品 3,419 3,470 3,307 3,317 3,245 3,362 3,302 3,301 3,472 3,389 3,432 1,190

向　け ( 0.7) ( 1.5) (▲4.7) ( 0.3) (▲2.1) ( 3.6) － ( 0.0) ( 5.2) (▲2.4) ( 1.3) ( 1.0)

資料 ：農林水産省「牛乳乳製品統計」

注１ ：仕向別生産量は１５年度以降調査定義が変更された。

２ ：(　)内は対前年増減率。（20年度は、対前年同期比（4～7月））

生乳生産量

北海道

都府県

( 0.3)

3,864

( 1.8)

4,541

(▲0.9)

8,405

○ 　 主 要 乳 製 品 の 生 産 量 、 価 格 、 期 末 在 庫 の 推 移 （単 位 ：千 トン 、％ ）
年 度 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

区 分 (4～ 7月 )

生 産 量 198.1 196 .6 184 .6 177 .9 178 .9 184 .4 182 .7 189 .7 177 .0 171 .4 53 .9

脱 (千 トン ) (▲ 1.9) (▲ 0.8) (▲ 6.1) (▲ 3.7 ) ( 0 .6 ) ( 3 .1 ) (▲ 0.9) ( 3 .9 ) (▲ 6.7 ) (▲ 3.2 ) (▲ 10 .9 )

脂 価 格 13,684 13 ,641 13 ,633 13 ,634 13 ,595 13 ,529 13 ,330 13 ,157 13 ,017 13 ,162 14 ,697

粉 (円 /25kg) (▲ 0.3) (▲ 0.3) (▲ 0.1) ( 0 .0 ) (▲ 0.3 ) (▲ 0.5) (▲ 1.5) (▲ 1.3) (▲ 1.1 ) ( 1 .1 ) ( 12 .6 )

乳 期 末 在 庫 47.0 44 .6 56 .9 75 .0 80 .8 93 .2 88 .0 75 .3 68 .3 42 .8 38 .4

(千 トン ) (▲ 9.1) (▲ 5.2) ( 27 .7) ( 31 .7 ) ( 7 .7 ) ( 15 .4) (▲ 5.6) (▲ 14.4) - (▲ 37.4 ) (▲ 35 .7)

生 産 量 88.1 89 .6 79 .9 83 .2 79 .6 81 .6 80 .6 85 .5 78 .0 75 .1 25 .5

バ (千 トン ) ( 0 .6) ( 1 .6 ) (▲ 10.8) ( 4 .1 ) (▲ 4.3 ) ( 2 .5 ) (▲ 1.2) ( 6 .1 ) (▲ 8.7 ) (▲ 3.8 ) (▲ 6.0)

タ 価 格 991 974 945 946 951 960 952 948 945 966 1 ,124

｜ (円 /1kg) (▲ 0.1) (▲ 1.7) (▲ 3.0) ( 0 .1 ) ( 0 .5 ) ( 0 .9 ) (▲ 0.8) (▲ 0.4) (▲ 0.3 ) ( 2 .2 ) ( 18 .8)

期 末 在 庫 32.0 38 .2 35 .1 27 .5 23 .7 26 .7 25 .8 31 .0 23 .2 19 .4 20 .7

(千 トン ) ( 23 .1) ( 19 .5) (▲ 8.0) (▲ 21.6 ) (▲ 13 .8 ) ( 12 .5) (▲ 3.6) ( 20 .5) - (▲ 16.3 ) (▲ 13 .0)

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」、牛乳乳製品課調べ

注１：(　 )内は対前年増減率。（20年度は、対前年同期比（4～ 7月））
　２：価格は大口需要者向け価格であり、消費税を含む。
  ３：期末在庫量は、18年 12月以前は牛乳乳製品課調べ、19年 1月以降は牛乳乳製品統計。
　　　（牛乳乳製品課調べは一部推計であったが、牛乳乳製品統計調べでは実績値となった。）
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２．経営動向

（１） 飼養戸数は、小規模層を中心に減少しており、近年は年

率３～４％台で減少。

飼養頭数は、減少傾向で推移。

一戸当たり経産牛飼養頭数及び経産牛一頭当たり乳

量は着実に増加。

（２） 収益性については､近年、搾乳牛一頭当たりの所得は

20～23万円前後で推移してきたが、平成18年度の所得に

ついては、需給の緩和、乳牛の取得価格の上昇による償

却費の増加、飼料価格の上昇による飼料費の増加等の

影響から減少。

 （ 単 位 ： 円 )　　

　　区　分　／　年度 11 12 13 14 15 16 17 18

搾乳牛一頭当たり所得 230,863 240,226 231,715 227,934 227,545 216,468 195,791 166,911

一日当たり家族労働報酬 13,968 14,861 14,518 14,461 14,552 13,703 12,398 10,404

資料：農林水産省「畜産物生産費調査」

        

○酪農経営の収益性の推移

○乳用牛飼養戸数・頭数等の推移

13 14 15 16 17 18 19 20

乳用牛飼養戸数（千戸） 32 31 30 29 28 27 25 24

(▲4.2) (▲3.7) (▲3.9) (▲3.4) (▲3.8） (▲4.0） (▲4.5) (▲3.9)

うち　成畜50頭以上層(千戸） 8.4 8.2 8.2 8.2 8.0 7.7 7.6 7.6

戸数シェア（％） (26.2) (26.6) (27.8) (28.8) (29.2) (29.3) (30.4) (31.4)

乳用牛飼養頭数（千頭） 1,725 1,726 1,719 1,690 1,655 1,636 1,592 1,533

(▲2.2) (0.1) (▲0.4) (▲1.7) （▲2.1） （▲1.1) （▲2.7) (▲3.7)

うち　成畜50頭以上層(千頭） 931 937 954 988 991 979 971 960

頭数シェア（％） (54.7) (55.3) (56.7) (59.4) (60.8) (60.8) (61.9) (63.8)

うち  経産牛頭数 1,124 1,126 1,120 1,088 1,055 1,046 1,011 998

一 戸 当 た り  全  国 34.9 36.3 37.6 37.8 38.1 39.3 39.8 40.9

経産牛頭数（頭）  北海道 50.7 52.4 54.6 55.1 55.3 57.2 56.8 59.5

 都府県 28.3 29.3 30.0 29.9 30.2 30.8 31.5 31.7

経産牛一頭当たり  全  国 7,388 7,462 7,613 7,732 7,894 7,867 7,988 -

       乳量（㎏）  北海道 7,481 7,630 7,729 7,753 7,931 7,849 8,032 -

資料：農林水産省 「畜産統計」、 「家畜の飼養動向」、「牛乳乳製品統計」 　

   注：各年とも２月１日現在の数値である。ただし、経産牛一頭当たり乳量は年度の数値であり、20年は速報値である。

区　分　／　年
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Ⅲ 牛 肉
１．需給動向

（１） 国内生産

国内生産量は、14年度は、国内初のＢＳＥ発生による出荷自粛の反

動等から、対前年度比10.6％増となったが、15年度は、対前年度比2.9

％減。

16年度は、堅調な枝肉価格を背景に、対前年度比0.7％増。

17年度及び18年度は、乳用種の出荷頭数の減少等から、それぞ

れ、対前年度比2.2％、0.5％減。

19年度は、対前年度比3.7％増。

20年度（4～7月）は、対前年同期比3.6％増。

（２） 輸入

輸入量は、14年度は、国内初のＢＳＥ発生後、国産品に比べ輸入品

の需要回復が遅れたこと等から、対前年度比12.1％減。

15年度は、冷蔵品の関税の緊急措置発動や、15年12月24日の米国

におけるＢＳＥ発生に伴う米国産牛肉の輸入停止により、対前年度比

2.6％減。

16年度は、米国産牛肉の輸入停止が継続する中、豪州産牛肉は対

前年度比39.2％増となったが、全体では対前年度比13.4％減。

17年度は、対前年度比1.7％増。

18年度は、米国産牛肉の輸入手続きが再開（18年７月27日）された

こと等から、対前年度比2.0％増。

19年度は、対前年度比0.9％減。

20年度（4～7月）は、対前年同期比1.2％減。

（３） 消費

消費量を推定出回り量でみると、平成14年度は、国内初のＢＳＥ発生

（13年９月）の影響により大幅に減少した前年度に比べ2.2％増。

15年度及び16年度は、15年12月の米国でのＢＳＥ発生に伴う米国産

牛肉の輸入停止により需要の一部が手当できなかったことから、それ

ぞれ、対前年度比3.2％、10.5％減。

17年度及び18年度は、それぞれ、対前年度比0.3％、0.5％減。

19年度は、対前年度比3.0％増。

20年度（4～7月）は、対前年同期比0.2％減。

○ 牛 肉 需 給 の 推 移 (部 分 肉 ベ ー ス 、単 位 ：千 ﾄﾝ、％ )　　

2 7 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(4～ 7月 )

生 産 量 388 413 365 329 364 353 356 348 346 359 120

(2.9) (▲ 2.5) (▲ 4.3) (▲ 9.8) (10.6) (▲ 2.9) (0.7) (▲ 2.2) (▲ 0.5) (3.7) (3.6)

輸 入 量 384 658 738 608 534 520 450 458 467 463 163

(5.6) (12.7) (8.2) (▲ 17.7) (▲ 12.1) (▲ 2.6) (▲ 13.4) (1.7) (2.0) (▲ 0.9) (▲ 1.2)

消 費 量 766 1,068 1,088 913 933 903 809 806 802 826 276

(9.9) (4.9) (3.1) (▲ 16.1) (2.2) (▲ 3.2) (▲ 10.5) (▲ 0.3) (▲ 0.5) (3.0) (▲ 0.2)

期 末 在 庫 117 80 109 132 97 67 64 64 76 73 80

 資 料 ：農 林 水 産 省 「畜 産 物 流 通 統 計 」、財 務 省 「日 本 貿 易 統 計 」、              

　　　  農 畜 産 業 振 興 機 構 「食 肉 の 保 管 状 況 調 査 」

  注   ：（　）内 は 対 前 年 度 増 減 率 （20年 度 は 、対 前 年 同 期 比 （4～ 7月 ））

年  度
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（４） 卸売価格

卸売価格（省令規格）は、14～17年度は、国内初のＢＳＥ発生

により生じた需要減の回復や米国産牛肉の輸入停止の影響等に

より、前年度を上回って推移。

18年度は、前年度が高水準であったことや天候不順の影響によ

り消費が伸び悩んだこと等から、対前年度比3.3％低下。

19年度は、国内生産量が増加したこと等から、対前年度比8.2％

低下。

20年度（4～8月）は、対前年同期比7.3％低下。

○豚省令価格の推移 ○牛省令価格の推移 ○牛規格別卸売価格
省令 上位 基準 最高低値 省令 上位 基準 最高低[A5] [A4] [A3]

63.4 2446 2099 1850
5 2388 2028 1755
6 2396 2010 1748
7 7 2435 2069 1788
8 2416 2045 1764
9 2439 2072 1795

63年度 10 2438 2076 1833
11 2460 2080 1807
12 2570 2184 1927

元.1 元.1 2467 2116 1854
2 2508 2120 1859
3 2458 2085 1810

元.4 2553 2166 1882
5 2576 2134 1809
6 2560 2114 1796
7 7 2611 2200 1897
8 2584 2165 1861
9 2567 2149 1872

元年度 10 2616 2232 1960
11 2617 2179 1868
12 2713 2291 1995
2.1 2.1 2613 2217 1917
2 谷→ 谷→ 2602 2189 1897
3 山→ 山→ 2629 2160 1808

2.4 528 565 400 1275 1285 985 2662 2231 1887
5 534 565 400 1219 1285 985 2661 2202 1812
6 541 565 400 1210 1285 985 2685 2226 1829
7 618 565 400 7 1289 1285 985 2697 2231 1871
8 637 565 400 1302 1285 985 2646 2191 1867
9 544 565 400 1241 1285 985 2657 2202 1874

２年度 10 398 565 400 1280 1285 985 2696 2242 1896

○牛枝肉卸売価格の推移（東京・大阪加重平均）

1434

1247

1349

1194
1198

986

1274

628

378

1194

1393

1236

1253

1152

300

500

700

900

1,100

1,300

1,500

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

 資料 ：農林水産省「畜産物流通統計」
 注１ ：価格は東京及び大阪の中央卸売市場における去勢和牛・乳用肥育去勢牛などの「B2・B3」規格の加重平均値（省令価格）
 注２ ：（　）内は対前年度騰落率(20年度は対前年同期比(4～8月))。平成20年8月は速報値。
 注３ ：平成20年度安定上位価格及び安定基準価格については、20年7月1日以降は改定価格を適用。

円／ｋｇ

年度平均

20年8月
  1,056円
   （▲9.0)

13年度 17年度16年度15年度14年度 20年度19年度18年度

  758円
（▲33.0）

975円
（28.6）

1,087円
（11.5）

1,255円
（15.5)

1,336円
( 6.5)

1,292円
( ▲3.3)

1,186円
( ▲8.2)

安定基準価格
(790円)

安定上位価格
( 1,025円)

1,107円
( ▲7.3)

（815円）

（1,060円）
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２．経営動向

（１） 飼養戸数は、小規模層を中心に減少しており、近年は

年率4％前後の減少で推移してきたが、20年は2％台の減

少。

飼養頭数は、15年以降、緩やかに減少傾向であった

が、18年より再び増加。

一戸当たり飼養頭数は着実に増加傾向。

（２） 繁殖雌牛10頭以上層の戸数シェアは、17年以降は増加

傾向で推移。飼養頭数シェアも同様。

肉専用種肥育牛50頭以上層の戸数シェアは、増減があ

るものの、増加傾向で推移。飼養頭数シェアは、67％前後

で増減を繰り返している。

乳用種肥育牛100頭以上層の戸数シェアは、近年28％

前後で推移。飼養頭数シェアは、15年まで増加してきた

が、16年以降は減少傾向。

（単位：％）　
  区 分 ／ 年 13 14 15 16 17 18 19 20

繁殖経営 子取り用雌牛 戸数シェア 16.8 17.9 19.2 18.5 18.7 19.8 21.0 23.5
10頭以上層 頭数シェア 62.0 63.0 65.3 63.7 63.8 64.8 64.9 -

肥育経営 肉専用種肥育牛 戸数シェア 23.1 22.7 24.6 26.9 25.0 26.4 27.5 30.3
50頭以上層 頭数シェア 68.0 67.0 68.6 67.7 64.2 68.3 65.6 -
乳用種肥育牛 戸数シェア 31.6 31.3 33.1 30.3 28.8 26.8 28.7 28.3
100頭以上層 頭数シェア 77.9 80.1 80.6 78.8 78.4 77.5 77.9 -

資料：農林水産省「畜産統計」

○飼養規模拡大の進展

（各年２月１日現在）　　

　　区　分　／　年 13 14 15 16 17 18 19 20

戸数（千戸） 110.1 104.2 98.1 93.9 89.6 85.6 82.3 80.4

（▲5.5） （▲5.4） （▲5.9） （▲4.3） （▲4.6） （▲4.5） (▲3.9） （▲2.3）

肉 用 牛 頭数（千頭） 2,806 2,838 2,805 2,788 2,747 2,755 2,806 2,890

（▲0.6） (1.1) （▲1.2） （▲0.6） （▲1.5） （0.3） （1.9） （3.0）

一戸当たり（頭） 25.5 27.2 28.6 29.7 30.7 32.2 34.1 35.9

うち 戸数（千戸） 94.4 89.4 84.5 80 76.2 73.4 71.1 69.7

子取用 頭数（千頭） 635 637 643 628 623 622 635 667

めす牛 一戸当たり（頭） 6.7 7.1 7.6 7.9 8.2 8.5 8.9 9.6

うち 戸数（千戸） 21.6 21.2 19.2 18.6 20.4 17.7 16.7 16.5

肥育牛 頭数（千頭） 1,830 1,853 1,831 1,798 1,765 1,768 1,801 1,873

一戸当たり（頭） 85.0 87.0 95.4 96.7 86.5 99.9 107.8 111.3
資料：農林水産省「畜産統計」、「肉用牛の飼養動向」、「乳用牛の飼養動向」、「家畜の飼養動向」

○肉用牛飼養戸数・頭数の推移

   注１：子取用めす牛と肥育牛を重複して飼養している場合もあることから、両者の飼養戸数は肉用牛飼養戸数とは一致しな
い。
　　注２：肥育牛は、肉用種の肥育用牛と、乳用種の和としている。
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（３） 収益性

① 繁殖経営
BSE発生により子牛価格が低下したことに伴い、13年度は収益

性が大幅に低下。その後、枝肉価格の回復に伴い、子牛価格も
回復傾向が強まったことから、収益性も回復。16年以降、子牛価
格が大幅に上昇したことにより収益性は高水準を維持。

② 肉専用種肥育経営
13年度は、BSE発生により枝肉価格が低下したことに伴い､収益

性が大幅に低下。16年度以降は消費の回復に加え、15年12月の
米国でのＢＳＥ発生に伴う輸入停止等の影響により、枝肉価格が
堅調に推移したことから、収益性は高水準を維持。18年度は子牛
価格の上昇に伴い、17年度と比較し収益性は低下。

③ 乳用種肥育経営
枝肉価格の低下、素畜費の増加により11年度は収益性が低下。

12年度以降は回復傾向にあったが、13、14、15年度はBSE発生に
より枝肉価格が低下したことに伴い大幅に低下。16年度は米国産
牛肉の輸入停止等の影響により、枝肉価格が堅調に推移したこと
から回復し、17年度においても収益性は高水準を維持。18年度は
子牛価格の上昇に伴い、17年度と比較し収益性は低下。

（４） 子牛価格
和子牛価格は国内ＢＳＥ発生に伴い、13年から14年にかけて低

下。15年以降は回復し、堅調に推移していたが、直近は低下傾向。

乳用雄子牛は、国内ＢＳＥ発生に伴い、13年以降低下し軟調に

推移。

16年以降は回復傾向となり、堅調に推移していたが、直近は低

下傾向。

○肉用牛経営の収益性の推移

11 12 13 14 15 16 17 18

繁 殖 雌 牛 一 頭 当 た り 所 得 169,432 175,141 118,186 154,420 180,921 220,515 241,187 250,542

一 日 当 た り 家 族 労 働 報 酬 6,010 6,649 3,524 5,630 7,234 9,458 10,899 11,338

肥 育 牛 一 頭 当 た り 所 得 65,766 59,466 ▲66,819 16,761 154,210 148,296 170,001 127,512

一 日 当 た り 家 族 労 働 報 酬 6,859 6,306 － 518 22,052 20,602 25,412 18,554

肥 育 牛 一 頭 当 た り 所 得 ▲16,133 51,592 ▲63,161 ▲99,156 ▲25,304 57,178 65,056 43,431

一 日 当 た り 家 族 労 働 報 酬 － 17,393 － － － 21,429 29,047 16,659
資料：農林水産省「畜産物生産費調査」

注：所得には、肉用子牛生産者補給金、肉用牛肥育経営安定対策事業の補てん金は含まない 。

乳 用 種 雄

肥
育
農
家

(単位：円）

　　　　　区　分　／　年度

繁 殖 経 営

去 勢 若 齢

○　子 牛 価 格 の 推 移 （単位：千円/頭）

11 12 13 14 15 16 17 18 19
20

(1～7月)

和子牛（めす・販売価格） 302.9 317.7 307.2 292.1 348.6 387.5 416.8 441.8 443.5 393.3

和子牛（おす・販売価格） 384.7 395.2 370.8 348.4 410.8 454.4 484.8 512.5 524.3 465.8

16.4 36.4 40.5 41.0 37.9 37.8 34.8 38.0 36.1 30.8

64.5 75.8 83.0 58.8 57.0 68.0 83.3 99.6 95.5 90.0

資料：農林水産省「農業物価統計」　

区  分  ／  年

子
牛
価
格

乳おす（生後7～10日・販売価格）

乳おす（生後6～7ヶ月・購入価格）
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Ⅳ 豚 肉

１．需給動向

（１） 国内生産

国内生産量は、14年度及び15年度は、堅調な需要を背景とした子

取用雌豚の飼養頭数の増加を反映して、それぞれ、対前年度比1.2

％、2.4％増。

16年度及び17年度は、夏季の暑熱の影響による子豚生産率の低下

等により、それぞれ、対前年度比1.0％、1.6％減。

18年度は、対前年度比0.5％増。

19年度は、対前年度比0.2％減。

20年度（4～7月）は、対前年同期比1.3％減。

（２） 輸入

輸入量は、14～17年度は、国内外のＢＳＥや高病原性鳥インフル

エンザ発生に伴う牛肉・鶏肉の代替需要により増加傾向で推移。

18年度は、期首の在庫水準が高かったこと等から、対前年度比16.2

％減。

19年度は、対前年度比2.4％増。

20年度（4～7月）は、対前年同期比14.1％増。

なお、13～16年度においては、各年度の第１四半期の輸入量が関税

の緊急措置の発動基準数量を超えたため、各年８月１日から年度末ま

で同措置が発動。

（３） 消費

消費量を推定出回り量でみると、14年度は、13年９月の国内初の

ＢＳＥ発生に伴う牛肉の代替需要により、対前年度比4.7％増。

15年度及び16年度は、米国ＢＳＥ発生や国内外の高病原性鳥インフ

ルエンザ発生に伴う牛肉・鶏肉の代替需要もあり、それぞれ、対前年度

比2.5％、3.5％増。

17年度は、対前年度比0.2％減。

18年度は、豚肉への代替需要が概ね一巡したこと等から、対前年度

比4.7％減。

19年度は、対前年度比0.4％増。

20年度（4～7月）は、対前年同期比4.4％増。

○ 豚肉需給の推移 (部分肉ベース、単位：千ﾄﾝ、％)

2 7 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(4～7月)

生産量 1,075 910 879 862 872 893 884 870 874 872 278

(▲3.8) (▲5.6) (▲1.6) (▲1.9) (1.2) (2.4) (▲1.0) (▲1.6) (0.5) (▲0.2) (▲1.3)

輸入量 342 535 651 706 748 779 862 879 737 755 290

(▲6.7) (6.3) (▲0.3) (8.5) (5.9) (4.2) (10.7) (1.9) (▲16.2) (2.4) (14.1)

消費量 1,446 1,461 1,516 1,549 1,622 1,662 1,720 1,716 1,636 1,641 558

(0.0) (▲0.5) (0.2) (2.2) (4.7) (2.5) (3.5) (▲0.2) (▲4.7) (0.4) (4.4)

期末在庫 69 69 124 144 142 151 177 210 185 171 180
資料： 農林水産省「畜産物流通統計」、財務省「日本貿易統計」、

（独）農畜産業振興機構「食肉の保管状況調査」
 注  ： （　）内は対前年度増減率（20年度は対前年同期比(4～7月)）

年 度
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（４） 卸売価格

卸売価格（省令規格）は、14年度及び15年度は、国内生産量が

増加したこと等により、それぞれ、対前年度比6.0％、5.8％低下。

なお、15年11月25日から調整保管を実施。

16年度は、米国産牛肉の輸入停止の影響等により、対前年度比

7.2％上昇。

17年度は、対前年度比0.2％低下。

18年度は、対前年度比1.3％上昇。

19年度は、対前年度比8.4％上昇。

20年度（4～8月）は、対前年同期比9.5％上昇。

○豚省令価格の推移 ○牛省令価格の推移 ○牛規格別卸売価格

省令 上位 基準 最高低値 省令 上位 基準 最高低[A5] [A4]
63.4 2446 2099

5 2388 2028
6 2396 2010
7 7 2435 2069
8 2416 2045
9 2439 2072

６３年度 10 2438 2076
11 2460 2080
12 2570 2184

元.1 元.1 2467 2116
2 2508 2120
3 2458 2085

元.4 2553 2166
5 2576 2134
6 2560 2114
7 7 2611 2200
8 2584 2165
9 2567 2149

元年度 10 2616 2232
11 2617 2179
12 2713 2291
2.1 2.1 2613 2217
2 谷→ 谷→ 2602 2189
3 山→ 山→ 2629 2160

2.4 528 565 400 1275 1285 985 2662 2231
5 534 565 400 1219 1285 985 2661 2202
6 541 565 400 1210 1285 985 2685 2226
7 618 565 400 7 1289 1285 985 2697 2231
8 637 565 400 1302 1285 985 2646 2191
9 544 565 400 1241 1285 985 2657 2202

年度

○豚枝肉卸売価格の推移（東京・大阪加重平均）

457

580

408

571

405

532

376

552

355

522

588

376

432

569

300

350

400

450

500

550

600

650

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

20年8月
577円
（2.5）

円／kg

年度平均

（400円)

４９９円
（13.7)

４７３円
（▲0.2)

４４２円
（▲5.8)

４６９円
（▲6.0)

４７４円
（7.2)

４７９円
（1.3)

(545円)

５１９円
（8.4)

５７８円
（9.5)

    資料：農林水産省「畜産物流通統計」
 　　 注１：価格は東京及び大阪の中央卸売市場における「極上・上」規格の加重平均値（省令価格）
      注２：平成20年8月は、速報値
      注３：（　）内は対前年度騰落率（20年度は対前年同期比(4～8月)）
      注4 : 平成20年度の安定上位価格及び安定基準価格については、20年7月1日以降は改定価格を適用。

安定上位価格
(515円)

安定基準価格
（380円)
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２．経営動向

（１） 飼養戸数は、小規模飼養者層を中心に年率１割を超える

割合で減少してきたが、10年以降、減少率は鈍化傾向で推

移。

飼養頭数は、15年はBSE発生による豚肉需要の増加に

支えられ、大規模飼養者層における規模拡大等によりやや

増加したが、16年以降は増減を繰り返しており、20年は減

少。

一戸当たり飼養頭数は着実に増加。

（２） 収益性は、13年度、14年度はBSE発生により豚肉需要が

増加し、枝肉価格が堅調に推移したことにより高水準で推

移。15年度は枝肉価格の低下、飼料価格の上昇により収益

性は低下したが、16年度は米国におけるBSE発生、国内外

における高病原性鳥インフルエンザの発生に伴う代替需要

による枝肉価格の上昇により、収益性は向上。17年度は枝

肉価格が堅調に推移したことにより、収益性は高水準で推

移。18年度は枝肉価格は前年に続き堅調に推移したもの

の、配合飼料価格の上昇により生産費が増加したため、収

益性は低下。

（単位：円）

肥育豚一頭当たり所得 5,588 5,261 8,492 6,252 3,850 5,085 6,304 4,863

一日当たり家族労働報酬 13,490 12,800 22,374 16,563 9,193 13,712 17,798 12,513

1812 13

資料：農林水産省「畜産物生産費調査」　　

区　分　／　年度

○養豚経営の収益性の推移  

171411 15 16

 （各年２月１日現在）

区　分　／　年 13 14 15 16 17 18 19 20

　飼養戸数（千戸） 11 10 9 9 - 8 8 7

（▲7.7） （▲7.4） （▲5.7） （▲5.8） (-) （▲12.2） (▲3.2) (▲4.2)

うち肥育豚千頭以上層（千戸） 2.1 2.1 2.1 2.0 - 2.0 2.0 2.1

戸数シェア（％） (24.1) (25.4) (26.4) (27.2) (-) (30.7) (31.0) (33.6)

　飼養頭数（千頭） 9,788 9,612 9,725 9,724 - 9,620 9,759 9,745

（▲0.2） （▲1.8） ( 1.2) ( 0.0) (-) (▲1.1) (1.4) (▲0.1)

うち子取用雌豚（千頭） 922 916 929 918 - 907 915 910

（▲0.8） (▲0.6) ( 1.4) (▲1.3) (-) (▲1.1) (0.9) (▲0.5)

うち肥育豚千頭以上層（千頭） 6,640 6,615 6,812 6,874 - 7,231 7,378 7,497

頭数シェア（％） (71.1) (72.1) ( 73.8) ( 74.7) (-) ( 79.1) ( 79.7) ( 80.8)

　一戸当たり平均

　飼養頭数（頭） 906.3 961.2 1,031.3 1,095.0 - 1,233.3 1,292.6 1,347.9

　一戸当たり平均

　子取用雌豚頭数（頭） 97.5 104.3 112.1 118.1 - 133.8 139.5 145.6

○豚飼養戸数・頭数の推移

 資料：農林水産省「畜産統計」、「家畜の飼養動向」
　  注：17年は世界農林業センサスの調査年であるため比較できるデータがない。
         また、18年の（　）内の数値は16年との比較である。
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Ⅴ 鶏 肉

１．需給動向

（１） 国内生産量は減少傾向で推移してきたが、13年度以降は増

加傾向で推移しており、19年度は、対前年度比0.5％増加。

20年度（4～7月）は、対前年同期比1.6％増加。

（２） 輸入量は、これまで業務用需要の伸び等から増加傾向で推

移してきたが、13年度以降は、国産肉志向による輸入在庫整理

やタイ・中国等での高病原性鳥インフルエンザ発生（16年1月）

により大幅に減少。

17年度は、ブラジルからの輸入増加により、対前年度比19.5％増

加したものの、18年度は、期首の在庫水準が高かったこと等

から対前年度比21.7％減少。

19年度は、対前年度比6.1％増加。20年度（4～7月）は、対前

年同期比15.6％増加。

（３） 消費量は、16年度は、輸入一時停止措置の影響により、対前

年度比5.3％減少したが、17年度以降は、回復傾向で推移し、

19年度は、対前年度比0.3％増加。

20年度（4～7月）は、対前年同月比1.6％増加。

（４） 卸売価格は、もも肉価格は、国内での高病原性鳥インフルエ

ンザの発生（16年1月）以降、低水準で推移していたが、16年度

に入ってからは回復基調で推移。17年度以降は、生産量の増

加等により軟調に推移していたが、18年秋以降は国産肉志向

の高まり等により、前年度を上回って推移。

むね肉価格は、15年度以降堅調に推移していたが、18年度

は、前年度を下回る水準で推移。19年度以降は前年度を大きく

上回る水準で推移。

○鶏肉需給の推移 （骨付きベース、単位：千トン、％）　　

年度 2 7 12 13 14 15 16 17 18 19 20
(4～7月)

生産量 1,380 1,252 1,195 1,216 1,229 1,239 1,242 1,293 1,364 1,372 460

(▲2.6) (▲0.3) (▲1.5) (1.8) (1.0) (0.8) (0.2) (4.1) (5.5) (0.5) (1.6)

輸入量 297 542 572 566 508 442 371 443 347 368 141

(0.2) (10.9) ( 0.9) (▲1.0) (▲10.3) (▲12.9) (▲16.1) (19.5) (▲21.7) (6.1) (15.6)

消費量 1,678 1,781 1,750 1,758 1,744 1,706 1,615 1,684 1,733 1,739 581

(▲1.1) (2.9) (▲1.0) (0.5) (▲0.8) (▲2.2) (▲5.3) (4.2) (2.9) (0.3) (1.6)

期　末 49 103 109 131 120 93 90 140 117 113 129

在庫量

資料：農林水産省「畜産物流通統計」、財務省「日本貿易統計」、農畜産業振興機構「食肉の保管状況調査」

   注1：生産量は生産局畜産部推計値

 　   2：（　）内は対前年度増減率（20年度は、対前年同期比(4～7月)）

      3：輸入量は実量ベースで家きん肉を含む。

○ブロイラー卸売価格の推移

資料：日本経済新聞（荷受相場・正肉・東京）

　  ２：もも肉＋むね肉合計は、もも肉１㎏卸売価格とむね肉１㎏卸売価格の単純合計

 注１：（　）内は対前年増減率。同月騰落率及び対前年同期比（20年4～8月）
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２． 経営動向

飼養戸数は、近年、小規模飼養者層を中心に年率2～5％

の割合で減少。

飼養羽数は、近年横ばいで推移。

一戸当たり飼養羽数は着実に増加し、特に大規模層（年間

出荷羽数10万羽以上）のシェアは拡大傾向。

○ ブ ロ イ ラ ー 飼 養 戸 数 ・ 羽 数 の 推 移  （各年２月１日現在）
      区　分　／　年 12 13 14 15 16 17 18 19 20

飼養戸数（戸） 3,082 2,986 2,900 2,839 2,778 2,652 2,590 2,583 2,456

（▲3.4） （▲3.1） （▲2.9） （▲2.1） （▲2.1） （▲4.5） （▲2.3） (▲0.3) (▲4.9)

うち年間出荷羽数

１０万羽以上層（戸） 1,862 1,850 1,880 1,887 1,849 1,875 1,852 1,855 -

戸数シェア（％） (53.2) (54.7) (55.9) (56.8) (57.1) (60.1) (60.4) (62.0) -

飼養羽数（千羽） 108,410 106,311 105,658 103,729 104,950 102,277 103,687 105,287 102,987

(1.0) （▲1.9） （▲0.6） （▲1.8） (1.2) (▲2.5) （1.4） (1.5) (▲2.2)

年間出荷羽数

１０万羽以上層（千羽） 494,063 496,765 516,228 528,033 524,992 547,680 562,794 567,899 -

羽数シェア（％） (86.8) (87.5) (88.1) (88.7) (89.0) (90.2) (90.5) (91.2) -

一戸当たり平均

  飼養羽数（千羽） 35.2 35.6 36.4 36.5 37.8 38.6 40.0 40.8 41.9

資料：農林水産省「畜産物流通統計」

注：19年度の年間出荷羽数については、「平成19年度食鳥流通統計調査結果の概要」の数値である。
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Ⅵ 鶏 卵
１．需給動向

（１） 国内生産量は、近年、ほぼ横ばいで推移してきた。

16年度は15年度に価格が大きく低迷した反動から、生産者

が減羽等に努めたことにより、前年度を下回ったが、17年度及

び18年度は前年並で推移。19年度は前年同期に比べ3.1％増

加。

20年度（4～6月）は、前年同期に比べ1.8％減少。

（２） 輸入量は、近年10～13万ｔ程度（消費量の４～５％程度）で

安定的に推移。

13年度、15年度は低卵価の影響等から前年度と比べ減少

したが、16年度は国内の卸売価格が前年を大幅に上回って

推移したことから、比較的安い輸入品が輸入され、前年度を

大幅に上回って推移し、この傾向は17年度に入ってからも継

続した。18年度は国内価格が15年度以前の水準に戻ったこと

から、前年同期に比べ大幅に減少。19年度は、前年同期に比

べ6.8％減少。

20年度（4～6月）は、前年同期に比べ2.5％増加。

（３） 消費量は、近年概ね安定的に推移。

16年度は国内生産の減少から供給量が減少し、前年度を

わずかに下回ったが、17年度及び18年度は前年並で推移し

た。19年度は国内生産の増加に伴い、前年同期に比べ4.0％

増加。

20年度（4～6月）は、前年同期に比べ1.6％減少。

（４） 卸売価格は、15年度は大きく低迷したことから、生産者が

減羽等に努め、16年秋以降例年より高水準で推移したが、17

年度、18年度は、落ち着きを取り戻して推移。

19年度は、生産量が増加したことから価格が低迷したが、2

0年度は、家計消費が堅調なことから、前年を上回って推移。

○鶏卵需給の推移 （単位：千トン）　　
年　度 2 7 12 13 14 15 16 17 18 19 20(4～6月)

生産量 2,420 2,549 2,535 2,519 2,529 2,530 2,481 2,481 2,514 2,587 637
(▲0.1) (▲0.6) (▲0.2) (▲0.6) (0.4) (0.0) (▲2.0) (0.0) (1.4) (3.1) (▲1.8)

輸入量 50 110 121 114 120 110 134 151 122 113 29
(11.6) (5.8) (1.4) (▲5.2) (4.5) (▲7.6) (21.6) (12.4) (▲19.9) (▲6.8) (2.5)

消費量 2,470 2,659 2,656 2,634 2,649 2,641 2,615 2,631 2,636 2,700 666
( 0.1) (▲0.3) (▲0.1) (▲0.8) (0.6) (▲0.3) (▲1.0) (0.6) (0.2) (2.6) (▲1.6)

資料：農林水産省「鶏卵流通統計」、財務省「日本貿易統計」

 注１：平成18年度以降は速報値

　  ２：（　）内は対前年増減率  　　　　

資料：全国鶏卵価格安定基金調べ

  注1：標準取引価格は、東京・大阪の適格品の加重平均である。

  注2：平成20年度の基準価格については、20年7月1日以降は改定価格を適用。
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円／㎏
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＜２０年８平均＞
東京全農Ｍ規格＝１９６円／kg
標準取引価格　＝１９８円／kg

　181　159 　166 　138 　200 　178 　168 　188

185
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２． 経営動向

飼養戸数は、近年小規模飼養者層を中心に年率４～５％

の割合で減少。

成鶏めす飼養羽数は、平成11年以降減少傾向で推移して

いたが、19年は増加に転じ、20年は前年並。

一戸当たり飼養羽数は、着実に増加。

○ 採 卵 鶏 飼 養 戸 数 ・ 羽 数 の 推 移 （各年２月１日現在）　　

13 14 15 16 17 18 19 20
飼養戸数 4,720 4,530 4,340 4,090 - 3,600 3,460 3,300

（▲3.5） （▲4.0） (▲4.2) (▲5.8) (-) (▲12.0) (▲3.9) (▲4.6)
うち５万羽以上層 680 690 690 681 - 660 664 644
戸数シェア（％） ( 15.6) ( 16.7) ( 17.5) ( 18.2) (-) ( 18.3) ( 19.2) ( 19.5)

139,248 137,718 137,299 137,216 - 136,894 142,765 142,523
（▲0.8） (▲1.1) (▲0.3) (▲0.1) (-) (▲0.2) ( 4.3) (▲0.2)

うち５万羽以上層（千羽） 92,539 93,598 95,274 97,312 - 103,287 109,343 111,713
羽数シェア（％） （66.7） （68.3） ( 69.7) ( 71.3) (-) ( 75.5) ( 76.6) ( 78.4)

一戸当たり平均 -
飼養羽数（羽） 29,502 30,401 31,636 33,549 (-) 38,026 41,262 43,189

資料：農林水産省「畜産統計」
 注１：種鶏のみの飼養者を除く。
 注２：数値は成鶏めす羽数1,000羽未満の飼養者を除く数値である。

　区　　分　／　年

注３：平成17年は世界農林業センサスの調査年であるため比較できるデータがない。
        また、18年の（　　）内の数値は16年との比較である。

成鶏めす飼養羽数（千羽）
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Ⅶ 飼料作物・配合飼料

１． 飼料作物の生産状況

（１） 飼料作物の作付面積は、40・50年代には急速に増加した

が、近年は減少傾向で推移。19年は前年並みで、減少傾向

に歯止めがかかった状況。

（２） 単収（単位面積当たりの収量）は、近年横ばい傾向で推

移。

（３） 収穫量（ＴＤＮベース）は、作付面積・単収の伸び悩みか

ら、近年は横ばいないし減少傾向で推移。

（４） 大家畜経営内における自給飼料の使用割合は、飼養頭

数規模の拡大に見合った飼料基盤の確保の遅れ等により、

低下傾向で推移してきたが、近年は横ばいで推移。

○ 飼 料 作 物 の 作 付 面 積 ､ 単 収 、 収 穫 量 の 推 移

昭45 50 55 60 平2 7 12 13 14 15 16 17 18 19

作付面積（千ｈａ） 665.9 839.5 1,003.1 1,019.0 1,046.0 980.2 944.7 940.4 934.6 929.4 914.4 905.8 898.1 897.2

北海道 366.4 530.1 599.1 600.7 613.4 621.7 613.3 611.1 610.4 611.2 606.9 603.3 600.7 600.1

都府県 299.5 309.3 404.1 418.2 432.1 358.5 331.4 329.3 324.2 318.2 307.5 302.5 297.5 297.1

単収（ﾄﾝ／ｈａ） 36.7 38.4 38.4 41.3 43.1 41.8 41.7 40.4 40.0 38.0 40.8 40.1 39.2 39.3

北海道 33.5 32.7 33.3 35.6 37.4 36.6 36.8 35.1 35.0 33.8 36.7 35.5 35.1 34.7

都府県 39.8 48.5 46.0 49.4 51.2 50.8 50.9 50.3 49.6 46.1 48.8 49.1 47.6 48.4

収穫量（千ﾄﾝ） 2,437 3,208 3,834 4,187 4,485 4,080 3,928 3,783 3,725 3,517 3,712 3,614 3,509 3,508

（ＴＤＮベース）

資料：農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」から作成（19年は速報値）
注 平成16年は見込み

区分／年

○ 大家畜経営内における自給飼料の使用割合の推移 （TDNベース) （単位  ：　％）　　

昭45 50 55 60 平2 7 12 13 14 15 16 17 18

49.3 44.7 46.7 41.8 39.6 34.6 33.8 33.9 34.0 34.8 34.0 33.3 33.4

北海道 77.2 74.8 68.8 63.8 60.7 55.4 54.0 54.4 54.1 54.9 54.6 53.7 52.6

都府県 36.2 31.8 33.3 30.6 26.1 20.5 17.7 17.2 17.2 17.5 15.7 15.4 15.4

81.8 71.4 64.6 66.1 63.5 57.8 60.3 60.2 59.2 59.3 56.9 56.2 56.1

27.9 14.8 11.8 12.7 8.2 6.7 3.8 3.7 3.1 3.8 2.8 4.0 3.2

- - 4.2 5.9 3.6 3.3 1.5 1.2 1.3 1.2 1.2 2.1 1.9

資料：農林水産省「畜産物生産費」、「日本標準飼料成分表」から算出

区分／年

酪
農

肉
用
牛

全     国

繁殖経営

肉専肥育

乳雄肥育



- 16 -

（５） 自給飼料生産コストは、燃料費の高騰による生産資材費の増

加があるものの、生産組織(コントラクター)の育成及び活用による

省力的かつ効率的な飼料生産が行われていること等により近年

は横ばいないし低下傾向で推移。

自給飼料は、輸入粗飼料と比較してコスト面で優位にあるもの

の、利便性、労力面の負担等の要因により､輸入粗飼料に依存す

る傾向。

○自給飼料生産コストと購入飼料価格の推移 （単位：円／TDNkg、円／ﾄﾞﾙ）　　

区分／年 2 7 11 12 13 14 15 16 17 18

自給飼料生産費用価
70 53 50 50 50 50 47 48 46 46
60 45 44 47 46 46 45 46 44 44
83 68 66 62 60 60 55 56 54 54

58 42 39 40 40 40 39 40 39 38
54 38 37 40 39 39 39 40 39 38
62 51 46 44 43 43 39 40 39 38

輸入粗飼料価格
91 76 76 77 84 81 87 88 90 95

119 86 76 70 75 76 70 75 73 92
135 105 103 98 101 106 120 110 113 122

配合飼料価格 74 58 67 63 61 63 63 67 66 64
為替レート 145 94 114 108 122 125 116 108 113 117
資料： 「自給飼料生産費用価」、「配合飼料価格」は、農林水産省「牛乳生産費調査」、

          「日本標準飼料成分表」 から算出

          「輸入粗飼料価格」は、農家段階の価格で生産局畜産部調べ(18年は速報値）

          「為替レート」は、東京外国為替市場・銀行間直物取引の中心レート平均

 注１：「自給飼料生産費用価」は、飼料生産にかかった材料費（種子、肥料等）、固定材費（建物、農機具）等の合計。

 　 ２：「物材費ベース」は、「自給飼料生産費用価」から牧草等の飼料作物の生産に要した労働費を除いたもの。               

 　 ３：「自給飼料生産費用価」及び「輸入飼料価格」は、１ＴＤＮＫｇあたりに換算したもの。               

乾 牧 草
稲 わ ら

（物財費ベース）
全       国
北  海  道
都  府  県

全 国
北 海 道
都 府 県

ヘイキューブ
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注 ： シ カゴ 相 場 の 日 々 の 月 平 均 値 で あ る 。

２．配合飼料の価格動向
（１） 配合飼料価格

① 配合飼料価格は、飼料穀物の国際相場、海上運賃（フレート）や為

替レート等の動向を反映して形成。

② １９年に入ると、１８年秋以降、とうもろこしのシカゴ相場が燃料用エ

タノール生産向け需要の増加により上昇したこと等から、１月には約5

0千円/ﾄﾝ、１０月には約54千円/ﾄﾝ程度、２０年１月には58千円/ﾄﾝ程

度、４月には63千円程度に上昇している。２０年７～９月期について

は、配合飼料メーカーが前期に比べ約2千円/ﾄﾝ前後の値上げを公

表していることから、65千円/ﾄﾝ程度となる見込み。

③ また、配合飼料価格安定制度による補てん状況は、通常補てんが

１８年１０～１２月期以降８期連続して発動。また、異常補てんは１９年

１～３月期以降３期連続及び２０年４～６月期で発動。

（２）とうもろこしのシカゴ相場

① とうもろこしの国際価格（シカゴ相場、期近物）は、天候や需給動向

等により変動。

② １８年初めは、２１０ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ程度で推移していたが、７月には２

４０ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ程度で推移。

③ その後、米国において史上３番目の生産量が見込まれる一方、燃

料用エタノール生産向け需要が増加していること等から急騰し、１９

年１月以降は４００ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙを超える水準まで上昇したが、本年の

とうもろこしの作付や生育が順調に進んでいるとの米国農務省の報

告を受けて、７月には３２０ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ程度に下落。

④ 最近では、主要産地の天候不順等により、２０年６月には７００ｾﾝﾄ

/ﾌﾞｯｼｪﾙ前後まで高騰したが、その後の天候改善等により８月には５

４９ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ前後まで下落。

注：畜産振興課「流通飼料価格等実態調査」による実績値である。

○配合飼料工場渡価格の推移
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Ⅷ 畜 産 環 境 対 策
１ ． 現 状

（ １ ） 全 国 で １ 年 間 に 発 生 す る 家 畜 排 せ つ 物 の 量 は 平
成 20年 時 点 で 約 8,700万 ト ン 。

（ ２ ） 畜 産 環 境 問 題 の 解 決 と 畜 産 業 の 健 全 な 発 展 を 目
的 と し て 、 「 家 畜 排 せ つ 物 の 管 理 の 適 正 化 及 び 利 用
の 促 進 に 関 す る 法 律 」 （ 家 畜 排 せ つ 物 法 ） が 平 成 11
年 11月 1日 に 施 行 。 平 成 16年 11月 1日 に 本 格 施 行 。

○ 家 畜 排 せ つ 物 の 処 理 の 現 状

注 ： 畜 産 企 画 課 推 計

○ 畜 種 別 に み た 家 畜 排 せ つ 物 発 生 量 （ 単 位 ： 万 ト ン ）

畜 種 発生量
乳用牛 約２，５４２
肉用牛 約２，６７１

豚 約２，２５４
採卵鶏 約 ７９２

ブロイラー 約 ４８９
合 計 約８，７４７

注 ： 平 成 20年 畜 産 統 計 か ら 推 計

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　
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２ ． 取 組 の 経 緯

（ １ ） 適 用 猶 予 期 間 （ 平 成 16年 10月 末 ま で 5年 間 ） 内 に 、 施 設
整 備 等 を 促 進 す る た め 、 補 助 事 業 を は じ め 各 種 の 支 援 策
が 整 備 ・ 強 化 さ れ 、 都 道 府 県 計 画 に 即 し た 整 備 を 推 進 。

（ ２ ） そ の 後 、 都 道 府 県 を は じ め 関 係 機 関 ・ 団 体 と の 連 携 の
下 、 施 設 整 備 等 の 促 進 、 農 家 へ の 指 導 ・ 広 報 を 積 極 的 に
展 開 。

（ ３ ） 完 全 施 行 後 の 法 対 応 状 況 （ 19年 12月 １ 日 時 点 ） に つ
い て は 、 管 理 基 準 対 象 農 家 58,861戸 の 99.9%が 管 理 基
準 に 適 合 と の 結 果 （ 20年 １ 月 公 表 ） 。

（ ４ ） 今 後 、 簡 易 対 応 等 を 行 っ た 農 家 に つ い て 、 経 営 条 件
等 を 勘 案 し た 上 で 、 必 要 に 応 じ 、 持 続 的 で 環 境 保 全 効
果 の 高 い 管 理 形 態 （ 本 格 施 設 ） へ の 移 行 を 図 っ て い く と
と も に 、 管 理 基 準 不 適 合 農 家 に つ い て は 、 管 理 基 準 に
適 合 さ せ る よ う 、 引 き 続 き 都 道 府 県 に よ る 指 導 等 を 行 う
こ と が 必 要 。

○法施行状況調査(19年12月1日時点)結果の概要

管理基準対象農家

（５８，８６１戸）

４８．３％

管理基準対象外農家

（６３，０３０戸）

５１．７％

畜産農家

（１２１，８９１戸）

管理基準対象農家

（５８，８６１戸）

簡易対応

（４，７８７戸）

８．１％

その他の方法※

（１，９９８戸）

３．４％

管理基準適合農家

（５８，８１９戸）

９９．９％

管理基準不適合農家

（４２戸）

０．１％

※「その他の方法」には、畜舎からほ場への直接散布、周年放牧、廃棄物処理としての委託処分、
下水道利用等が含まれる。

施設整備

（５２，０３４戸）

８８．５％

管理基準対象農家

（５８，８６１戸）

４８．３％

管理基準対象外農家

（６３，０３０戸）

５１．７％

畜産農家

（１２１，８９１戸）

管理基準対象農家

（５８，８６１戸）

簡易対応

（４，７８７戸）

８．１％

その他の方法※

（１，９９８戸）

３．４％

管理基準適合農家

（５８，８１９戸）

９９．９％

管理基準不適合農家

（４２戸）

０．１％

※「その他の方法」には、畜舎からほ場への直接散布、周年放牧、廃棄物処理としての委託処分、
下水道利用等が含まれる。

施設整備

（５２，０３４戸）

８８．５％
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３ ． 施 設 整 備 に 向 け た 各 種 の 支 援 策

（ １ ） 家 畜 排 せ つ 物 処 理 ・ 利 用 施 設 の 整 備 を 促 進 す る た め 、 地 域 の
実 情 に 即 し て 家 畜 排 せ つ 物 等 の 有 機 性 資 源 を た い 肥 や エ ネ ル ギ
ー 源 と し て 有 効 利 用 す る た め の 施 設 整 備 に 関 す る 補 助 事 業 な ど 、
予 算 、 制 度 資 金 、 税 制 面 等 の 様 々 な 支 援 策 を 実 施 。

（ ２ ） こ の ほ か に も ､家 畜 排 せ つ 物 の 利 用 の 促 進 を 図 る た め 、 た い
肥 の 利 活 用 を 推 進 す る た め に 行 う モ デ ル 的 な 取 組 に 対 す る 助 成
や 、 経 営 実 態 や 飼 養 管 理 方 法 に 合 っ た た い 肥 化 施 設 や 機 械 の 選
定 の た め の ガ イ ド ブ ッ ク の 作 成 、 作 物 生 産 農 家 が 求 め る た い 肥 の
生 産 の た め の 手 引 書 の 作 成 、 た い 肥 生 産 に つ い て の 指 導 を 行 う
畜 産 環 境 ア ド バ イ ザ ー の 養 成 、 た い 肥 の 適 性 か つ 積 極 的 な 利 用
を 指 導 す る た い 肥 施 用 コ ー デ ィ ネ ー タ ー の 養 成 な ど を 実 施 。

○ 家畜排せつ物処理・利用施設の整備のための各種支援策
（平成２０年度）

注１： 金額は平成20年度（19年度）予算額。金利は平成20年9月19日時点のもの。
２： 税制措置は20年4月1日以降の取得施設に適用される率であり、上記以外に、汚水処理

施設に対する固定資産税の特例措置もある。
３：家畜排せつ物利活用推進事業は、家畜排せつ物の利用促進を図るために必要なたい肥

調整・保管施設等が対象。

税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金

（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％

無利子

税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金
（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％
無利子

共同で設置
する場合

○ 家畜排せつ物処理のための施設等の整備
・ 地域バイオマス利活用交付金 111（143）億円の内数
・ 畜産環境総合整備事業（公共） 23（ 34）億円

○ その他

家畜排せつ物処理施設の整備に活用できる事業、
中山間地域等における農業集落の環境を保全管理
するための事業 等

補助事業

個人が設置
する場合

ﾘｰｽ事業
○ 畜産環境整備リース事業（補助なしリース事業）
○ 家畜排せつ物利活用推進事業 30億円の内数

注１： 金額は平成20年度（19年度）予算額。金利は平成20年9月19日時点のもの。
２： 税制措置は20年4月1日以降の取得施設に適用される率であり、上記以外に、汚水処理

施設に対する固定資産税の特例措置もある。
３：家畜排せつ物利活用推進事業は、家畜排せつ物の利用促進を図るために必要なたい肥

調整・保管施設等が対象。

税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

税制措置税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金

（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％

無利子

融資制度融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金

（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％

無利子

○ 農林漁業金融公庫資金

（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％

無利子

税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

税制措置税制措置
○ 固定資産税の課税標準の軽減（取得後５年間２／３）

融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金
（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％
無利子

融資制度融資制度 ○ 農林漁業金融公庫資金
（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％
無利子

○ 農林漁業金融公庫資金
（畜産経営環境調和推進資金）

○ 農業近代化資金
○ 農業改良資金

1.7％

1.7％
無利子

共同で設置
する場合

○ 家畜排せつ物処理のための施設等の整備
・ 地域バイオマス利活用交付金 111（143）億円の内数
・ 畜産環境総合整備事業（公共） 23（ 34）億円

○ その他

家畜排せつ物処理施設の整備に活用できる事業、
中山間地域等における農業集落の環境を保全管理
するための事業 等

補助事業共同で設置
する場合

○ 家畜排せつ物処理のための施設等の整備
・ 地域バイオマス利活用交付金 111（143）億円の内数
・ 畜産環境総合整備事業（公共） 23（ 34）億円

○ その他

家畜排せつ物処理施設の整備に活用できる事業、
中山間地域等における農業集落の環境を保全管理
するための事業 等

○ 家畜排せつ物処理のための施設等の整備
・ 地域バイオマス利活用交付金 111（143）億円の内数
・ 畜産環境総合整備事業（公共） 23（ 34）億円

○ その他

家畜排せつ物処理施設の整備に活用できる事業、
中山間地域等における農業集落の環境を保全管理
するための事業 等

補助事業補助事業

個人が設置
する場合

ﾘｰｽ事業
○ 畜産環境整備リース事業（補助なしリース事業）
○ 家畜排せつ物利活用推進事業 30億円の内数個人が設置

する場合

ﾘｰｽ事業ﾘｰｽ事業
○ 畜産環境整備リース事業（補助なしリース事業）
○ 家畜排せつ物利活用推進事業 30億円の内数


